
 
平成 24年 10月 31 日 

各      位 

会 社 名 オ ン キ ヨ ー 株 式 会 社 
代 表 者 名 代表取締役社長 大朏宗徳 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード６６２８） 
問合せ先 
役職・氏名 代表取締役副社長 中野 宏 
電話 ０６－６２２６－７３４３ 

 

ティアック株式会社とのＩＴ業務提携および 

ティアック子会社株式の第三者割当増資引受に関するお知らせ 
 

 当社は、平成 24 年 10月 31 日開催の取締役会において、ティアック株式会社（以下、「ティアック」とい

います。）との間でＩＴ業務提携を行い、ティアックの連結子会社である株式会社ティアックシステムクリエ

イト（以下、「ＴＳＣ」といいます。）が実施する第三者割当増資による新株式の全株引受を決議いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．経緯および目的 

当社は平成 24 年５月 11 日付「ティアック株式会社との資本・業務提携の経過に関するお知らせ」に公

表しておりますとおり、両社の情報システム部門とティアックの連結子会社であるＴＳＣにおいて人材交

流を開始し、ＩＣＴインフラの統合や社内アプリケーションシステムの標準化等により、ＩＣＴコストの

低減ならびにＢＣＰ対応等について業務の効率化を進めてまいりました。 

そしてこのたび、両社のＩＴ業務をＴＳＣに集約することで各種関連コストの削減や効率化を図り、Ｔ

ＳＣのその他の事業においても協力運営することを目的として、ＴＳＣが実施する第三者割当増資におい

て全株を引き受けることを決議いたしました。また、当社より取締役を１名派遣しＴＳＣの経営に参画し

てまいります。 

 （注）ＩＣＴ（Information and Communication Technology): 情報・通信に関連する技術 

    ＢＣＰ（Business Continuity Planning）：災害等のリスク発生時における事業継続のための計画 

 

２．第三者割当増資引受について 

（１）第三者割当増資の概要 

（１） 引 受 株 式 数 5,300 株 

（２） 引 受 価 額 １株につき 11,250 円 

（３） 引 受 価 額 の 総 額 59,625,000 円 

（４） 払 込 期 日 平成 24年 11月 1日（予定） 

 

（２）ＴＳＣの概要 

（１） 商 号 株式会社ティアックシステムクリエイト 

（２） 本 店 所 在 地 東京都多摩市落合一丁目 47 番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  松本 友伯 

（４） 事 業 内 容 ソフト開発およびシステム機器販売 

（５） 資 本 金 の 額 90,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 平成２年４月４日 

（７） 大株主及び持株比率 ティアック株式会社  100.00％ 

  

 

http://www.sophia-it.com/content/%E6%83%85%E5%A0%B1
http://www.sophia-it.com/content/%E9%80%9A%E4%BF%A1
http://www.sophia-it.com/content/%E9%96%A2%E9%80%A3


（３）ティアックの概要 

（１） 商 号 ティアック株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都多摩市落合一丁目 47 番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  英 裕治 

（４） 事 業 内 容 音響機器、情報機器の製造、販売 

（５） 資 本 金 の 額 6,000,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 28 年８月 26 日 

（７） 大株主及び持株比率 

フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ワン投資事業組合（業 

務執行組合員 フェニックス・キャピタル㈱） 49.40％ 

オンキヨー株式会社 10.00％ 

ジャパン・リカバリー・ファンド・スリー（業務執行組合員 フェニ 

ックス・キャピタル㈱） 5.01％ 

 

（４）取得前後の所有株式の状況 

  （異動前） （異動後） 

（１） 当 社 所 有 株 式 数 0 株 5,300 株 

（２） 取 得 株 式 総 数 0 株 5,300 株 

（３） 当 社 所 有 割 合 0.00％     39.85％ 

 

３．日程 

取 締 役 会 決 議  平成 24年 10月 31 日 

I T 業 務 提 携 に 関 す る 合 意 書 締 結 平成 24年 10月 31 日 

総 数 引 受 契 約 締 結 平成 24年 10月 31 日 

第 三 者 割 当 増 資 払 込 期 日 平成 24年 11月１日（予定） 

 

４．今後の見通し 

  本件の平成 25 年３月期における連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 


